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 Since the establishment of Japanese software industry in 1970's, it had prospered without being affected by 

business  fluctuation. But the circumstances have totally changed after the great reccession and the technogolical 

innovation attacked it in early  1990's. Japanese software industry is composed of many small  companies with 

hierarchical  structure. Small companies without capability to cope with environmental change lost clients and 

went  down. In this paper the results of the panel survey of software companies conducted in March 1996 to 

make clear the impacts of economical and technological change in this 5 years are  reviewed. And it reveals that 

more than  20% of the software companies which responded the former survey in 1991 went down and the gross 

sales of the survived companies were down by 24% in  comparison with their peaks in spite of desperate efforts 

to adjust new computer technology and market  change.

1970年 代の成立かち景気変動の影響をほとん ど受けずに年率30%に も達する高度成長を続けてきた

ソフトウェァ業界は、バブル経済崩壊の影響 とコンピュータ技術の革新 というダブルパンチを受け

て、大 きな試練の荒波に揉まれた。この荒波の余波は依然続いているが、経済情勢の改善を受けて、

現在小康状態に入 りつつある。この時期を捉えて、今年3月 、前回調査(バ ブル経済の崩壊という厳 し

い局面を迎える直前の1991年7-9月 に実施2)の回答ソフトウェア企業804社 を対象にパネル調査 を行っ

た。調査の項 目は、主 として、この間の企業環境の変化、それに対する企業の対応、現在の経営状

態、今後の事業農開などである。調査対象企業の内、220社 はすでに倒産などで調査不能であり・齟実

際の調査対象数は584社 であった。その内の有効回答数は、148社(27%)で あった。以下においては、

今回、回答のあった148社 について、前回調査結果 との比較を中心に、この5年 間の変貌を探る。

1.環 境の変化 と企業への影響 一 市場と技術の変化が企業活勳に及ぼす影響

ソフトウェア産業 を囲む環境は、この5年 間に大 きな変化を遂げている。変化はバブル経済の崩壊
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という経済的側面 とコンピュータ技術の急速 な発展 という技術的側面の2つ に分けられる。バブル経

済の崩壊は、受託ソフト開発を主要業務とする中小のソフ トウェア企業がそれまで享受 してきた市場

規模の急速な縮小をもたらした。平成2年 の通産省特サビ調査によると、日本のソフトウェア産業は、

アメリカと違 って、企業ユーザーやコンピュータ ・メーカーなどからの受託開発の比率が71%と 圧倒

的に高 く、パッケージ ・ソフ ト開発 ・販売の比率は、14%と 極めて低い点に特徴があった。大手企業

などの組織ユーザーが保有する大型汎用コンピューターのソフ ト開発等の一部を受託する仕事が圧倒

的に高かったため、バブル経済の崩壊で大手企業等のソフト開発委託予算が大幅に削 られると、受託

額は激減 し、ソフトウェア企業は苦境に陥った。それまでの不況では、企業等のソフ ト開発委託予算

は一種の聖域 になってお り、削減されたことはなかったため、ほとんどのソフトウェア企業は委託額

が削減されることを考えていなかった。情報システムの費用対効果に関する経営者の認識は、この頃

急速に変化しつつあったことをソフ トウェア企業は正確に見抜けなかったか らである。それまではコ

ンピュータを導入さえすれば、拡大する業務を人の増員なしでこなしたり、部門によっては大量の要

員削減が可能 になり、はっきりと目に見える効果が現れていたが、この頃からコンピュータ(情報シ

ステム)が莫大な投資 を必要 とする割に効果がはっきりしなくなってきていた。その典型が、銀行の

第3次 オンライン化プロジェクトであった。経営陣からは情報システムへの投資効果についての疑問

が提起 され始 めていたのである。

もうひとつの大きな動 きは、コンピュータ技術の急速な変化であった。VLSIの 絶え間なき進歩によ

りダウンサイジングが急速に進展し、同時にオープン ・システム化の波が押 し寄せてきたのである。

基幹業務は汎用機に任せるにしても、非定型的処理が多いOA関 連業務に対 しては、小回りが利 くパ

ソコンやワークステーションによるLAN(CSシ ステム)が有効であった。汎用機向けのソフ ト開発受託

は、このような技術環境変化の影響を受け減少していったのである。逆 に、パソコンやワークステー

ション、LANな どに対するソフ ト開発需要は急増 した。

この結果、ソフ トウェア産業は、人さえいれば、仕事はいくらでもあるという状況から、一転 して

従来の汎用機 などを対象 とするソフ ト開発については、仕事の取 り合いと受託単価の大幅低下 という

苦境に陥ったのである。派遣的受託業務 を中心に行い、技術水準の向上 を怠ったソフ トウェア企業

は、受託業務の確保ができず、次々に倒産していった。一方、パソコンやワークステーション、LAN

などのソフト開発は、需要が急増 し、技術者不足が生じた。これらの点について、以下において、調

査 データに基づき説明する。

(1)売 上 高 の 変 化

年 間 売 上 高 は 、今 回 調 査 で は1社 平 均6.94億 円 で あ り、 前 回調 査 よ り、 わ ず か3%な が ら増 加 して

い る(表1参 照)。 しか し、 これ まで の売 上 高 の ピー クの 年(平 均1992.2年)と 比 較 す る と、 平 均 で24%

も低 くな って い る。 前 回調査 は 、1991年7-9月 に行 われ た た め 、 そ の 時 の売 り上 げ高 は、1990年 度 の

もの で あ り、1991-92年 にか け て 、 通 産省 特 サ ビ調 査3)で も売 上 高 が 約20%上 昇 して い る こ とか ら、

1993-95年 に か け て平 均 で24%売 上 げが 減 少 した とみ る こ とが で きる。

も う少 し詳 し くみ る と(表2参 照)、 売 上 高 の ピー ク年 度 は、90-92年 度 が 約6割 で圧 倒 的 に多 い が 、

2割 が1995-96年 度 と回 答 して お り、 全 体 的 に は大 幅 な売 上 減 が あ る 申 で売 上 高 を順 調 に伸 ば し続 け

た会 社 が2割 もあ っ た こ と を示 して い る。 特 に、 コ ンサ ル テ ィ ング ・サ ー ビス 、 シ ス テ ム ・イ ン テ グ

レー シ ョ ン(ソ フ トの総 合 提 供)、PC、WSの シ ス テ ム運 用 ・保 守 サ ー ビ ス、 ユ ーザ ー先 シス テ ム の運

用 受 託 とい っ た業 務 を主 要 業 務 に して い る会 社 の3社 に1社 は、1995-96年 に売 上 げ の ピー ク を記 録 し
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てお り、これらの業務が増加 していることを物語っている。言い換 えると、この5年 問の技術変化に

対応できた企業は売上げを伸ばすことが可能であったことを意味 している。環境適応 した企業 とでき

なかった企業 との格差が極めて大きかったのである。

表1.企 業プロフィールの5年 間の変化

プ ロ フ ィ ー ル項 目 前 回調 査 時 点(1991.7) 今 回 調 査 時 点(1996.3)

資本金

全売上高(年間)

2,900万 円
阜κ

67,740万 円

3,660万 円

69,370万 円

内ソフト関連売上比 81% 81%

全従業員数 79.6人 66.7人

事業所数 2.2箇 所 1.9箇 所

資本系列 メ ー カ系4%、 ユ ー ザ系6%、 メ ー カ系7%、 ユ ー ザ 系4%、

独立系81%、 独立系の子会社等10% 独立系81%、 独立系子会社等8%

表2.売 上げがピークを記録 した年度

年度 84年以前 85-86 1990 1991 1992 93-94 95一

1.全 売 上 高
一 一 3% 58% 18% 2Q%

2.受 託ソフト開発の売上高
一 一 4% 10% 31% 16% 18% 20

次に、売上高に占めるソフト関連売上げ(ソ フ ト開発受託、ソフ ト・プロダク トやパ ッケージ ・ソ

フ トの開発 ・販売、コンサルティング ・サービス、工程制御 ・CAD/CAMな どのソフ ト開発 ・販売

等)の 比率をみると、この5年 間にまったく変化がなく、8割 の水準(81%→81%)を 維持 している。一

部の企業ではソフト部門の売上げ減を他の売上げでカバーしたところもあるが、ほとんどの企業はソ

フト関連業務の比率 を下げなかったのである。

売上高に占める割合が最も高い受託 ソフト開発業務について、その売上げのピーク年を尋ねたとこ

ろ、平均では1992.2年 と売上げ全体のピーク年と同じであった。受託ソフト開発業務売上げのピーク

年は、1991年 が最 も多 く、31%、1990-92年 の3年 間を合計すると57%が ピークを記録 している。

しかし、1995-96年 に売上げのピークを記録 した元気 な会社 も20%に 達 している。全体 としては、最

近の受託ソフト開発の売上高は、ピーク年と比較 して、平均で28%も 減少 しており、他のソフト関

連売 り上げに比べても低下率が大 きいことがわかる。 しかも、受託ソフ ト開発の売上げが、ピーク年

比較で4割以上減少 したところが4社 に1社あり、最 も激 しいところでは、ゼロになった(受託ソフト開

発業務か ら撤退した)と ころもある。

(2)従 業 員 数 、事 業 所 数 の変 化

一 方 、従 業 員 数 は、 前 回 の79.8人 か ら66.7人 へ と人 数 で13.1人 、 比 率 で16%減 少 して い る 。 そ の 結

果 、 一 人 当 た りの 売 上 高 は 、前 回 調 査 時 の847万 円か ら、今 回 は1,040万 円へ と23%の 大 幅 ア ッ プ と

な っ て い る。 全 従 業 員 に 占 め るSEと プ ロ グ ラ マ ー の比 率 は 、前 回 とほ とん ど同 じで81%で あ った 。
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事業所数は、事業再構築のため、削減 したところもあり、前回の平均2.2箇所から1.9箇所へ と0.3箇

所減少している。そのうち、東京、大阪、横浜、川崎ぐ名古屋に設置 している事業所は、平均L1事 業

所で、71%の 企業がこれらの大都市に事業所を設置 している。

(3)企 業環境の変化に関する認識(表3)

企業を囲む環境変化の中で重要なことは何かという質問に対 して、前回調査では、「SEの不足」が圧

倒的に多 く、8割 近 くの企業がこれをあげていた。次に多 くの企業があげていたのは、「ソフト開発技

法の進歩」(39%〉、「ソフ ト市場の競争激化」(32%)、 「開発期間の短縮化」(30%)、 「コンピュータや通

信機器(ハ ー ド)の急速な進歩」(29%)で あった。今回の調査では、「技術力を有するSEの 不足」(47%)、

「エン ドユーザー ・コンピューティングの普及」(45%〉、「オープン ・システム化の進展」(37%)、 「顧

客からの価格引き下げ要求」(34%〉、「開発工程の技術革新」(31%)1厂 開発期間の短縮化」(28%)が 上

位を占めている。前回の調査結果 と今回の結果 を比較すると(ワーディングを多少変えたため厳密 な

比較はできないが)、 次のようなことが言える。

第1に、SEの 確保が最 も重要な問題であることに変わりがないものの、前回はSEの 量の確保 に力点

があったのに対 して、今回はSEの 質が問題にされている点が異なる。第2に 、ハー ドの技術変化が引

き起こしたエ ンドユーザー ・コンピューティングやオープン ・システム化が、これまで以上 にソフト

開発の現場に大 きな影響を及ぼすと認識 されている点が特徴である。「開発期間の短縮化」は、前回と

同様に依然 として、大きな問題 と認識されている。しかし、国際化に絡む問題である「国際競争の激

化」(5%〉や「市場のグローバル化」(3%)、 「受託元企業の海外進出」(0%)は 、ほとんど問題とされてい

ない。これは、調査対象企業の多 くが、世界的な展望を持つグローバル市場をめざすのではなく、あ

くまでローカルな市場の中での展開に絞 っていることを示唆 している。

表3.ソ フ トウェア業界の環境認識(ト ップ5項 目)

前回調査 今回調査

1位 SEの 不 足(77%) 技術力を有するSEの 不足(47%)

2位 ソフ ト開発技法の進歩(39%) エ ン ドユ ーザ ー ・コ ン ピ ュ ー テ ィ ング の

普 及(45%)

3位 ソフ ト市場の競争激化(32%) オ ー プ ン・シス テ ム化 の進 晨(37%)

4位 開発期間の短縮化(30%) 顧客か らの価格引 き下げ要求(34%)

5位 コンピュータや通信機器(ハ ー ド)の

急激な進歩(29%)

開発工程の技術革新(31%〉

2.業 務の変化

この5年間のソフ トウェア産業の業務変化は非常に大 きい。売上高に占める割合が トップ3に入る業

務をあげてもらった結果をみると、前回比でみて減少率が高い業務と増加率が高い業務 とが明確に分

かれている。
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まず 、減 少 率 の高 い業 務 に は、表4に 示 した よ うに、 「汎 用 コ ン ピ ュー タの 応 用 ソフ ト開発 の 一 括 受

託 」、 「汎 用 コ ン ピュ ー タの ソ フ ト開 発 の 詳細 設 計 ・プ ロ グラ ム設 計 ・コ ーデ ィ ン グ等 の受 託 」、 「汎 用

コ ン ピ ュ ー タ の基 本 ソ フ ト開発 の一 括 受 託 」、 「コ ンサ ル テ ィ ン グ ・サ ー ビス」が あ る。 一 方 、 前 回 に

比 べ て 、10%以 上 増 え た業 務 は 、前 回 に は項 目 に もな らな か っ た 「PC、WSの 応 用 ソフ ト開発 」、 「シス

テ ム ・イ ンテ グ レー シ ョン ・サ ー ビス(ソ フ トの 総 合 提 供 、 シス テ ム化 計 画 な ど)」の2つ で あ る。

表4.主 要な業務内容の変化

5年前 に較べて減少した業務内容 a.前 回 b.今 回 c.減 少 率(a-b)

1.汎 用 コ ン ピ ュ ー タ の応 用 ソ フ ト開 発 の 一 括 受 託 53.5.% 26.4.% 27.1

2.汎 用 コ ン ピ ュ ー タ の ソ フ ト開発 の 詳細 設 計 ・ 55.6% 37.8 17.8

プ ロ グ ラ ム設 計 ・コー デ ィ ン グ等 の受 託

3.汎 用 コ ン ピ ュ ー タの基 本 ソ フ ト開 発 の 一 括 受 託 16.2 3.4% 12.8%

4.コ ン サ ル テ ィ ン グ ・サ ー ビ ス 23.9% 2:2% 11.7%

5年前に較べて増加 した業務内容 a.前 回 b.今 回 C.加 率(a-b)

1.PC、WSの 応 用 ソ フ ト開発 項目なし 59.5 59.5

2.シ ス テ ム ・イ ン テ グ レ ー シ ョ ン ・サ ー ビ ス 項 目なし 21.6% 21.6%

(ソフトの総合提供、システム化計画など)

2置 シ ス テ ム ・イ ン テ グ レ ー シ ョ ン ・サ ー ビ ス 22.5 i6.9 一5
.5°fo

(ハ ー ドとソ フ トの総 合 提 供)
_____一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ___一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

2"シ ス テ ム ・イ ンテ グ レー シ ョン ・サ ー ビス 合 計 22:5% 38.5 16.0%

(2と2'を 合 計 した もの)

こ の よ う に汎 用 コ ン ピ ュ ー タ に 関 わ る業 務 委 託 が 著 し く減 少 し、 こ の代 わ りに前 回 調 査 の 時 点 で

は 、 調査 項 目 に も入 っ てい なか った 「PC、WSの 応 用 ソ フ ト開発 」が業 務 の 中心 に な っ てい る こ とが わ

か る。 しか も、 こ の 開発 業 務 を 自 ら行 い 、 パ ッケ ー ジ と して販 売 して い く とい っ た独 立 志 向 で はな

く、 受 託 開発 とい う リス ク は少 な いが 、 下 請 け的 な業 務 に甘 ん じて い る様 子 が 読 み とれ る。 ま た、 前

回 調 査 で は 、 ハ ー ドと ソ フ トの総 合 提 供 と して の シス テ ム ・イ ンテ グ レー シ ョン ・サ ー ビスの み を尋

ね たが 、今 回 は 、 これ に ソ フ トの総 合 提 供 、 シ ス テ ム化 計 画 とい っ た シス テ ム ・イ ンテ グ レ ー シ ョ

ン ・サ ー ビス をつ け加 えて 尋 ね た と ころ 、 合 計 で は16.0%の 増 加 とな ρ た 。 こ れ もパ ソ コ ンLANに 代

表 され る ク ラ イ ア ン ト ・サ ー バ ー シ ス テ ム の 開発 ・設 置 に関 わる 業 務 が大 半 と考 え られ 、 ダウ ンサ イ

ジ ン グ 、 オ ー プ ン ・シ ス テ ム化 とい う技 術 動 向 に支 え られ た需 要 か ら発 生 して い る 業 務 で あ る。

他 方 、期 待 され てい た パ ッケ ー ジ ・ソ フ トや ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク トの 開発 ・販 売 を主要 業務 と

す る企 業 は、 前 回 の28.2%か ら今 回 の31.1%へ とわず か に2.9%増 加 した に過 ぎず 、°なか なか進 展 して

い な い の が 実 状 で あ る 。
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3.受 注構造(企 業間関係)の 変化

それでは、ソフ ト関連の業務を受注している相手は、 どのように変化 したのであろうか。ソフ ト関

連の売上高全体 を100と したときの受注先構成比について尋ねた結果をみると、ほとんど変化がない

ことがわかる(表5)。 コンピュータ ・メーカーと情報処理 ・ソフトウェア会社からの受託がわずかに

減少し、ユーザー企業とパッケージ ・ソフト、ソフト・プロダク トの販売がわずかに増加 しただけと

いうことになる。コンピュータの技術は大きく変化 し、業務内容は変化 したが、それを実施する体制

(企業間分業)は ほとんど変化 していないということである。汎用ソフ ト開発 を受託するのと同様に

メーカーやユーザー企業からPC、WCの ソフ ト開発を受託しているのである。多重下請け構造 という

ソフトウェア産業の基本構造は、ほとんど変化 していないのである。

表5.ソ フ トウェア企業の受注先別の売上高比率

受注先 a.前 回 b.今 回 c.増 減(a-b)

1.コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー 27.2% 23.1 一4
.1

2.情 報 処 理 ・ソ フ トウ ェ ア会 社 28.7 25.8 一2
.9%

3.ユ ー ザ ー 企 業 35.1 37.3 一f-2
.2

4.ソ フ ト ・プ ロ ダ ク ト、パ ッ ケ ー ジ ・ソ フ ト販 売 5.8 7.8 十2.0

5.そ の 他 3.3 4.4 十1.1%

しか し、個々の企業が委託を受ける相手は、受注競争が激化したことからかなり変化 している。変

化の傾向として、最 も多いのが「全般に分散」(48%)と いう回答である。系列企業 との関係でみると、

「系列企業か らの受託割合が増加 した」企業は、わずかに5%に 過 ぎず、「減少」、もしくは厂系列企業以

外の企業からの割合が増加」という回答が21%に 達 している。対象企業の8割以上が独立系であるを考

えると当然の結果 と言えないこともないが、市場が狭 くなり、新 しい技術への転換が進む中で、ソフ

ト企業間の関係は、これまでの取引関係 に縛 られない新 しい連携を模索する方向に変化 しつつあると

言えよう。

外注の比率をみると、前回とほとんど同じで78%が 外注を使っており、平均すると、外注額の割合

は、前回調査の15%か ら19%に 上昇 している。企業間の分業化は、5年前 よりも一層深まってきてい

るようにみえる。外注を逆からみると、受注先での業務遂行ということになるが、週の半分以上を受

注元で企業の事業所で働いているSEや プログラマーの比率は、この5年 間で明らかに増加 している。

このような勤務形態の従業員(派遣的従業員)を抱えている企業は、前回の63%か ら66%へ とわずかな

増加に留まっているが、1企業当たりの派遣的従業員数は、前回の24人 から40人へ と大幅に増えてお

り、SEや プログラマーの7割近 くが派遣的従業員化していることになる。ソフトウェア産業の派遣業

的色彩は、この5年 間の問に改善されるどころか、かえって強まってきている。

次 に、顧客の地理的分布 をみてみよう。東京都内の顧客の比率は、58%と 前回と全 く同 じである

が、大阪府内の顧客比率が、11%か ら4%へ と大幅に低下 しているのが 目立っている。それでは、地

方都市(東京、大阪、横浜、名古屋、川崎以外)に 立地する顧客の割合は、5年前 と比べてどのように

変化 しているのであろうか。厂不変」が最 も多 く、62%、 「増加」が18%、 「減少」が17%と なっており、

大きな変化 はないようにみえるが、減少 した ところの減少率が34%と 大幅であるのに対して、増加 し

たところの増加率が25%に 留まっているため、全体 としてはやや減少気味と言えよう。・
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4.今 後の事業展開 と見通 し

(1)経 営課題

今後の経営課題 としては、この5年 間で大 きな変化がみられた。経営課題 として重要なものを2つま

であげてもらった結果、 トップ3は、次のように変化 した。

前 回

1位 企業経営ビジョン(戦略)の確立(39%)

2位 システム開発力の向王(32%)

3位SE、 プログラマーの生産性の向上(29%)

今 回

ソフ ト開発の収益性の向上(32%)

SEの 質的向上(28%)

営業 ・販売活動の強化(25%)

前回の調査 の時点では、受注 に困るような状況にはなく、人さえ確保できれば、仕事はくるという

状況であったため、経営的なゆ とりもあり、経営ビジョンづ くりやシステム開発力が大きな課題で

あったのに対 して、今回の調査時点では、仕事の確保、あるいは顧客からの価格引き下げ圧力が高い

中で如何に収益性を確保するのか、また収益性のよいプロジェク トを受託 した り、効率的にソフト開

発を進めるためのSEの 質の強化が大 きな経営課題であり、受託のための営業 ・販売活動の強化が問題

とされているのである。

(2)事業展開の方向一 特化か、総合化か

事業展開の方向としては、特化と総合化の2つ の方向を示 し、そのどちらをとるかを尋ねたが、前回

と同様に、特化が6割強、総合化が3割強 という割合であった。また、特化の方向としては、「PC/WC

/ク ライアントサーバーシステム開発への特化」をあげたところが2/3に 達しており、最も多かった。

続いて前回最 も多かった「特定応用領域への特化」(46%)と 「特定領域のソフ トウェア ・プロダクト/

パ ッケージ ・ソフ トへの特化」(38%)が 多 くなっている。前回は、43%の 企業があげた「ソフ ト開発の

上流工程への特化」は、汎用機のソフト開発需要の低下傾向を反映して、今回は24%と 半減している。

「工程制御やCAD/CAM等 のソフトへの特化」も前回の23%か ら5%へ と激減 している。逆に、「イン

ターネットへの接続 ・コンテンツ作成等のサービスへの特化」(25%)や 「ネットワークサービス」(20%)

は、前回の選択肢には入っていなかったとはいえ、かなりの企業が特化の対象 として着目している。

(3)他 社 との 差 別 化

自社 の強 み を他 社 と比 較 して ど う認 識 して い るか を尋 ね た とこ ろ、 「企 画 ・設 計 ・開発 能力 が 高 い 」

(51%)を あ げ た と こ ろが 最 も多 く、 次 に 「ア フ タ ー ケ アが 充 実 」(39%〉 、 「き め細 か な サ ー ビス 」(37

%)、 「業務 の 守 備 範 囲 が広 い」(35%)、 「高 い 品 質 管 理 力 」(32%)を あ げ た と ころ が3割 台 で 多 くな って

い る。 「納期 厳 守 」(25%〉 や 「短 期 開発 」(16%〉 とい っ た 開発 期 聞 、 あ る い は 「価 格 が 安 い 」(24%)、 「大

型 設 備 を保 有 」とい っ た 点 をセ ー ルス ポ イ ン ト と して あ げ る企 業 は そ れ ほ ど多 くな い 。 「斬 新 な ア イ

デ ィ ア」(17%)を 売 りに して い る とこ ろ も予 想 外 に少 な い 。

差 別化 項 目 は、 当 然 、 主要 業 務 との関 係 が 強 い 。 コ ンサ ル テ ィ ング ・サ ー ビス を主要 業 務 と してい

る と ころ で は 、 「企 画 ・設 計 ・開 発 能 力 が 高 い 」(72%)、 「斬 新 な ア イ デ ィア」(39%)、 「高 い 品 質 管 理

力 」(44%)な ど を多 くあ げ 、 シス テ ム ・イ ンテ グ レー シ ョ ン(ソ フ トとハ ー ドの 総 合提 供 〉を主 要 業 務

とす る と ころ で は、 「企 画 ・設 計 ・開 発 能 力 が 高 い 」(72%)、 「業 務 の守 備 範 囲が 広 い」(52%)、 「ネ ッ

トワ ー ク技 術 に 明 る い」(40%)な どを多 くあ げ て い る。 また 、汎 用 コ ン ピ ュー タの詳 細 設 計 ・プ ロ グ
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ラ ム設 計 ・コ ーデ ィ ン グ等 を 主要 業 務 とす る と こ ろで は 、 「企 画 ・設計 ・開発 能 力 が 高 い」(39%)を あ

げ る ところ が 相 対 的 に少 な く、 「きめ細 か な サ ー ビス 」(39%)を あ げ る と ころ が相 対 的 に多 くな っ てい

る。 ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク ト、 パ ッケ ー ジ ソ フ トの 開 発 ・販 売 を主 要 業 務 とす る と こ ろ で は 、 「企

画 ・設 計 ・開 発 能 力 が 高 い」(61%〉 と厂ア フ ター ケ アが 充 実 」(46%)を あ げ る と ころ が多 い とい う特 徴

が あ る。

おわりに

本稿では、この5年 間のソフ トウェア産業の変貌について、パネル調査の結果の概要を述べたが、

調査回答企業に中小規模企業が多 く、また、回答率 も低かったことから、必ず しもソフ トウェア産業

の全体を正確に捉えたものとはいえず、今後、追加的調査の必要性 を感じている。特に、日本の将来

のソフ トウェア産業を支えていくと考えられるパ ッケージ ・ソフトやLAN関 連ソフ トなどを開発して

いる成長著 しい企業の実態 を調査することが必要 と考えられる。

(注)

1)こ の調査報告は、1995年 度に情報学部共同研究費(岩 本純 と吉井博明)を受け、行った厂第2回 ソフ

トウェア産業の現状と今後の方向に関する調査」の結果の内、主として吉井が分担 した項 目につい

てまとめた ものである。

2)吉 井博明、岩本純「ソフトウェア産業の実状 と将来像一分業化 ・専門化と立地動向を中心にして」

1992年5月 、文教大学情報:学部報告書

3)通 商産業大臣官房調査統計部「平成6年特定サービス産業実態調査報告書一情報サービス業編」平成

7年12月 、(社)通 産統計協会
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